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～地域特性に適した人口減少対策を目指して～

▼研究の概要（背景・目標）
県南圏域の各市町では、人口の社会減、特に
若者の流出が課題となっている。一方、ものづ
くり等の産業集積が進み、労働需要の高まりが
期待されている。産業人材確保のためにも、地
域特性に適した人口減少対策を検討する必要が
ある。本研究ではその基礎分析を行った。

▼研究の成果（結論・考察）
①2015年からの5年間の転出入は、若年層は東京

都、埼玉県、千葉県、神奈川県の首都圏各地域
よりも仙台市への転出傾向が強い（図1）。また、

誘致企業の関連企業所在地である三重県から転
入超過が見られた（図2）。

②高校生の就労意識は、勤務地や居住地に「こ
だわらない」人が一定割合存在する一方、地元
に肯定的評価を持つ学生ほど地元への就職・居
住に肯定的な傾向が見られた（表1、表2）。

③生活圏について圏域各市町間で見ると、通勤
では企業集積を有する北上市と金ケ崎町への流
入超過、通学では高等教育機関が立地する花巻
市と一関市への流入超過が見られた（表3）。県
南圏域と近隣圏域との間では、通勤は約600人の
流入超過の一方、通学は約1,700人の流出超過で

あり、雇用の受け皿として機能する一方、高等
教育の他圏域依存の傾向が見られた（表4）。

基礎分析として、2020年国勢調査等をもとに
40代以下の転出入の背景や要因分析を行った。

分析内容

①他圏域との転出入動向の分析（国勢調査）

②高校生の就労意識の分析（19年県実施）

③圏域全体の生活圏の分析（国勢調査）

▼研究の内容（方法・経過）

図1 10代後半（2015年）
→20代前半（2020年）の

転入超過数

表1 地元イメージ別
勤務地の考え方

▼おわりに（まとめ・今後の展開）
1.分析結果は、2022年11月の「南いわて移住定住戦略会議」に報告し、移住定住対策の基礎資料として県南圏域
各市町にも共有された。

2.県南広域振興局においては、分析結果をもとに、令和５年度広域振興事業として、誘致企業と連携した関係・

交流人口拡大の実証モデル事業や、県南圏域各市町の移住受入関係者が連携して移住者の受入態勢を検討する事
業など、移住定住対策の拡充が図られた。

3.誘致企業の関連企業や事業所所在地から転入超過は、県南圏域における「転勤を契機とした定住モデル」の実

現可能を示唆する。次年度は、そのための調査研究として誘致企業や転勤者等への実態調査を行うとともに、実
態調査に基づいたモデル事業の検討・立案に取り組む予定である。

図2 三重県からの年齢別転
入超過数（2015年→2020年）

表2 地元イメージ別
就職後の居住地の考え方

花巻市 北上市 遠野市 一関市 奥州市 西和賀町 金ケ崎町 平泉町

通勤（人） -3,493 4,398 -451 -85 -2,528 -76 2,690 -455 

通学（人） 298 -31 -119 694 -383 16 -278 -197 

表3 圏域8市町間での通勤・通学による純移動

県央 沿岸 仙台市 気仙沼市 登米市 栗原市
左記以外の
宮城県

近隣圏域と
の純移動

通勤（人） 1,479 -384 -202 -343 -88 221 -66 617

通学（人） -1,308 43 -471 2 11 45 -23 -1,701 

表4 近隣圏域との間での通勤・通学による純移動


